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一、相关新法令、新政策 
 
 
 

 缺陷汽车产品召回管理条例 

 

【发布单位】国务院 

【发布文号】国务院令第 626 号 

【发布日期】2012-10-22 

【实施日期】2013-01-01 

【内容提要】在中国境内生产、销售的汽车和汽车

挂车（统称“汽车产品”）的召回及其

监督管理，适用该条例。汽车产品的

缺陷，是指由于设计、制造、标识等

原因导致的在同一批次、型号或者类

别的汽车产品中普遍存在的不符合保

障人身、财产安全的国家标准、行业

标准的情形或者其他危及人身、财产

安全的不合理的危险。 

该条例要求： 

 对缺陷汽车产品，生产者应当全

部召回；生产者未实施召回的，

国务院产品质量监督部门应当责

令其召回。生产者实施召回，应

当以便于公众知晓的方式发布信

息，告知车主汽车产品存在的缺

陷、避免损害发生的应急处置方

法和生产者消除缺陷的措施等事

项。车主应当配合生产者实施召

回。 

 对实施召回的缺陷汽车产品，生

产者应当及时采取修正或者补充

标识、修理、更换、退货等措施

消除缺陷。生产者应当承担消除

缺陷的费用和必要的运送缺陷汽

车产品的费用。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253
822.htm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 关于促进海关特殊监管区域科学发展的指导

意见 

 

【发布单位】国务院 

【发布文号】国发〔2012〕58 号 

【发布日期】2012-10-27 

【内容提要】该意见提出： 

发展目标 

 推进特殊监管区域整合优化； 

 完善政策和功能，促进加工贸易向产业链高

端延伸，延长国内增值链条； 

一、関連する新法令、新政策 
 
 
 

 欠陥自動車製品リコール管理条例 

 

【発布機関】国務院 

【発布番号】国務院令第 626 号 

【発 布日 】2012-10-22 

【施 行日 】2013-01-01 

【概    要】中国国内で製造し、販売する自動車および

自動車トレーラー（「自動車製品」と総称す

る）のリコールおよびその監督管理において

は、本条例を適用する。自動車製品の欠陥

とは、設計、製造、表示などの原因によりも

たらされる同一ロット、品番または分類の自

動車製品において普遍的に存在する人身、

財産の安全を保障する国家基準、産業基

準に適合しない状況またはその他の人身、

財産の安全を脅かす不合理な危険をいう。 

本条例では以下の通り求めている。 

 欠陥自動車製品に対して、製造者が

全面的にリコールしなければならず、製

造者がリコールを実施しなかった場

合、国務院製品品質監督部門はそ

の製造者に対しリコールを実施するよう

是正する。製造者がリコールを実施す

る場合、公衆が知得しやすい方法を

もって情報を配信し、自動車所有者

に対して自動車製品に存在する欠

陥、損害の発生を回避するための応

急処理方法および製造者が欠陥を

取り除く措置などの事項を告知する。

自動車所有者は、製造者のリコール

実施に協力しなければならない。 

 リコールを実施する欠陥自動車製品

に対して、製造者は遅滞なく表示の

是正または補足、修理、交換、返品

などの措置を講じて欠陥を取り除かな

ければならない。製造者は、欠陥を取

り除く費用および欠陥自動車製品を

輸送するための必要な費用を負担し

なければならない。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253
822.htm 
 
 
 

 税関特殊監督管理区域の科学的な発展を促進

することについての指導的意見 

 

【発布機関】国務院 

【発布番号】国発〔2012〕58 号 

【発 布日 】2012-10-27 

【概    要】本意見によると以下の通りである。 

発展の目標 

 特殊監督管理区域の統合の最適化を推進する。 

 政策と機能を整備し、加工貿易の産業チェーンに

おけるハイエンド分野への派生を促進し、国内にお

http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253822.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253822.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253822.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/30/content_2253822.htm
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 鼓励加工贸易企业向特殊监管区域集中，使

其成为引导加工贸易转型升级、承接产业转

移、优化产业结构、拉动经济发展的重要载

体。 

 

 
健全管理体系 

 严格入区项目审核。制定特殊监管区域入区

项目指引，引导符合海关特殊监管区域发展

目标和政策功能定位的企业入区发展，避免

盲目招商。 

 
推进整合优化 

 整合现有类型。在基本不突破原规划面积的

前提下，逐步将现有出口加工区、保税物流

园区、跨境工业区、保税港区及符合条件的

保税区整合为综合保税区。 

 统一新设类型。新设立的特殊监管区域，原

则上统一命名为“综合保税区”。 

 

 
完善政策和功能 

 拓展业务类型。支持特殊监管区域内企业选

择高技术含量、高附加值的项目开展境内外

检测维修业务。鼓励在有条件的特殊监管区

域开展研发、设计、创立品牌、核心元器件

制造、物流等业务，促进特殊监管区域向保

税加工、保税物流、保税服务等多元化方向

发展。 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256
060.htm 
 
 
 

 关于进一步加强环境保护信息公开工作的通

知 

 

【发布单位】环境保护部办公厅 

【发布文号】环办〔2012〕134 号 

【发布日期】2012-10-30 

【内容提要】该通知要求：对涉及群众切身利益的

重大项目，要扩大环境信息公示范围，

广泛听取社会公众意见。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t201
21031_240771.htm 
 
 
 
 

 废钢铁加工行业准入公告管理暂行办法 

 

【发布单位】工业和信息化部 

【发布文号】工信部节〔2012〕493 号 

【发布日期】2012-10-29 

【实施日期】2012-11-10 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254
521.htm 

ける付加価値連鎖を広げる。 

 加工貿易企業が特殊監督管理区域に集中し、

加工貿易モデルチェンジグレードアップを牽引し、

産業の移転を引き継ぎ、産業構造を最適化し、

経済発展を促進する重要な手段とならしめること

を奨励する。 

管理システムの整備 

 区域進入事業の審査を厳格にする。特殊監督

管理区域への進入事業の手引を制定し、税関特

殊監督管理区域の発展目標および政策機能の

位置付けに適合する企業が進入して発展するよう

誘導し、やみくもに企業誘致することを回避する。 

統合の最適化の推進 

 現存する分類を統合する。基本的に原計画の面

積を上回らないと言う前提のもと、現存する輸出

加工区、保税物流園区、クロスボーダー工業区、

保税港区および条件に適合する保税区を総合保

税区として統合する。 

 新設時の分類を統一する。新たに設立する特殊

監督管理区域は、原則として「総合保税区」と統

一して命名する。 

政策と機能の整備 

 業務の分類を拡張する。特殊監督管理区域内

の企業が技術的難易度の高く、高付加価値の事

業を選択し、国内外の検査補修業務を行うことを

支持する。条件付の特殊監督管理区域にて研

究開発、設計、ブランド構築、基幹的デバイスの

製造、物流などの業務を行い、特殊監督管理区

域における保税加工、保税物流、保税サービスな

どへの多角的な発展を奨励する。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256
060.htm 
 
 
 

 環境保護情報の公開作業を一層強化することに

ついての通知 

 

【発布機関】環境保護部弁公庁 

【発布番号】環弁〔2012〕134 号 

【発 布日 】2012-10-30 

【概    要】本通知では、民衆の利益に密接に係りのあ

る重大なプロジェクトについては、環境情報

公示範囲を拡大し、社会公衆の意見を広

く聞き入れなければならないと求めている。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t201
21031_240771.htm 
 
 
 

 廃棄鋼鉄加工産業参入許可公告管理暫定弁法 

 

【発布機関】工業情報化部 

【発布番号】工信部節〔2012〕493 号 

【発 布日 】2012-10-29 

【施 行日 】2012-11-10 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254
521.htm 

http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256060.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256060.htm
http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t20121031_240771.htm
http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t20121031_240771.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254521.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254521.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256060.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-11/02/content_2256060.htm
http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t20121031_240771.htm
http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/bgt/201210/t20121031_240771.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254521.htm
http://www.gov.cn/zwgk/2012-10/31/content_2254521.htm
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1 本文中所提到的“网上行为”均特指员工在工作场所利用企业办公设备开展的网上行为。 
1 本文中に言う「インターネット行為」とは、いずれも従業員が勤務場所で企業の事務機器を利用して行うインターネット行為を言う。 

【注】 

 如果需要了解法律、法规或政策的全文内容或

需要相关日文翻译服务，请与我们联系； 

 本栏目所公布的网址通常为官方网址，如果无

法访问，您可以通过搜索引擎查阅或与我们联

系。 

 
 
 

二、相关新信息 
 
 
 

 《关于经营者集中附加限制性条件的规定》

（草案初稿）征求意见 

 

商务部近期起草了《关于经营者集中附加限制

性条件的规定》（草案初稿；如需草案全文，可与我

们联系），目前正在向各行业协会征求意见。该草案

对限制性条件的定性、类型、确定、实施、变更和

解除、监督检查、法律责任等进行了规定。根据该

草案： 

 
定性 

经营者集中附加的限制性条件，是参与集中的经

营者为获得商务部的批准而主动作出并经商务部

认可的承诺。 

限制性条件的类型（可以单独适用、也可合并适

用；可以明确履行期限） 

 剥离相关资产或业务等结构性条件； 

 履行特定义务等行为性条件； 

 其他限制性条件。 

 

（里兆律师事务所 2012 年 11 月 02 日整理编写） 

 
 
 

 企业监控员工网上行为
1
的简要法律分析 

 

 
随着自动化办公系统的广泛应用，越来越多的

企业关注自身电子系统和信息的安全性，除了加强

系统建设外，对员工网上行为的监控也成为一些企

业维护系统和信息安全的手段，但是企业的监控行

为常常会涉及员工个人隐私，是否具备合法性以及

如何依法进行监控，在实践中存在一定争议。本文

就此问题进行简要分析。 

 
 
 

 
一、企业监控员工网上行为的简要介绍 

 
 
 
 
 

【注】 

 法令・政策の全文の内容や相応の日本語訳のサ

ービスが必要な場合には、私共にご連絡ください。 

 ご案内する URL は政府筋の公式サイトですが、リ

ンクできない場合は、検索エンジンで検索いただく

か、私共にご連絡いただければと思います。 

 
 
 

二、関連する新着情報 
 
 

 

 「事業者集中に制限付条件を付加することについ

ての規定」（草案初稿）が意見を募集する 

 

商務部は先頃「事業者集中に制限付条件を付加す

ることについての規定」（草案初稿。草案の全文を必要と

する場合は、弊所までご連絡願います）を起草し、現

在、各産業協会からの意見を募集している。本草案は、

制限付条件の定性、分類、確定、実施、変更および解

除、監督検査、法的責任などについて規定を行ってい

る。本草案によると以下の通りである。 

定性 

事業者集中に附加する制限付条件とは、集中に参加

する事業者が商務部の許可を獲得するために、自主

的に行い且つ商務部の認可を受けた承諾をいう。 

制限付条件の分類（単独で適用することも、併せて適

用することもできる。履行期限を明確にすることができる） 

 係る資産または事業を剥離するなどの構造的な

条件。 

 特定の義務を履行するなどの行為的な条件。 

 その他の制限付条件。 

 

（里兆法律事務所が 2012 年 11月 2 日付で作成） 
 

 
 

 企業が従業員のインターネット行為
1
を監視・統制

することについての簡潔な法的分析 

 

事務機械化システムが広範に応用されるに伴い、ます

ます多くの企業が自己の電子システムおよび情報のセキ

ュリティに注目し、システム構築を強化するほか、従業員

によるインターネット行為に対する監視・統制も、企業に

よるシステムおよび情報の安全性を保護する手段となっ

ているが、企業の監視・統制行為が従業員のプライバシ

ーに係ることが多く、適法性を有するかどうか、および如

何に監視・統制するかについて、実践においては意見が

分かれる。本文では、この問題について簡潔に分析す

る。 

 

一、企業が従業員のインターネット行為を監視・統制す

ることについて簡潔に紹介する 

 
 
 
 

http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/jp/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/jp/feedback/contact.asp
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网上

行为 
主要监控方式 主要监控目的 

访问

网站 

设定访问权限或查阅员

工访问记录 

避免系统受侵，

工作监督 

资源

下载 

限制下载或查阅资源来

源 

避免系统受侵 

资料

传输 

限制传输或查阅传输路

径 

防止商业秘密

泄露 

即时

通信 

限制使用即时通信工具

或查阅通信记录 

防止商业秘密

泄露 

收发

邮件 

限制使用私人邮箱或查

阅邮件内容 

防止商业秘密

泄露 

 
 

二、企业监控员工网上行为的合法性分析 

 
 

中国法律并没有禁止企业对其员工的网上行为

进行监控，在一些特殊的行业领域，相关政府主管

部门甚至授权或强制要求企业对员工的网上行为进

行监控，如中国银监会《商业银行信息科技风险管

理指引》规定，商业银行、财务公司、融资租赁公

司等金融机构为确保计算机操作系统和系统软件的

安全，可以对使用者进行一定监控，并设定访问权

限；再如，中国证监会《基金管理公司投资管理人

员管理指导意见》（2009 年修订）规定，基金管理

公司应当建立健全通信管理制度，加强对各类通信

工具的管理，MSN、QQ 等各类即时通信工具和电

子邮件应实施全程监控并留痕，录音、即时通信、

电子邮件等资料应当保存五年以上。 

 

对于非特殊行业领域的企业，尽管没有明确的

法律依据，但律师认为，企业可为了维护自身权益，

在不侵犯员工合法权益的前提下，对员工网上行为

进行监控。主要理由如下： 

1. 从法理上，民商事法律领域通常最大限度

地尊重当事方的“意思自治”，实行“法无

禁止皆可为”的原则，因此，企业应可以

实施监控； 

2. 企业作为办公设备的所有权人以及网络资

源的购买者，即资产所有者，在将其拥有

的设备和资源提供给员工使用的同时，有

权对使用者利用该等设备和网络资源的行

为进行监管； 

3. 企业与员工之间属于雇佣与被雇佣的关

系，企业有权根据《劳动合同法》等法律

规定以及与员工达成的劳动合同对员工履

行劳动法律义务的各种行为（包括员工的

网上行为）进行管理，员工有义务服从企

业的该等管理。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

インターネッ

ト行為 
主な監視・統制方法 

主な監視・統

制目的 

ウェブサイト

へのアクセス 

アクセス権限の設定または

従業員のアクセス記録の確

認 

システムへの不

正侵入阻止、

業務の監督 

リソースのダ

ウンロード 

リソースのダウンロード制限

またはリソース源の確認 

システムへの不

正侵入阻止 

ファイルの伝

送 

伝送の制限または伝送経

路の確認 

営業秘密の漏

洩防止 

インスタント

メッセンジャ

ー 

インスタントメッセンジャーツ

ールの使用制限または通信

記録の確認 

営業秘密の漏

洩防止 

電子メール

の送受信 

私用メールの利用制限また

はメール内容の確認 

営業秘密の漏

洩防止 

 
 

二、企業が従業員のインターネット行為を監視・統制す

ることの適法性の分析 

 

中国の法律では、企業が従業員のインターネット行為

を監視・統制することを禁止してはおらず、一部の特殊な

業種分野においては、関係政府主管部門が企業に対

し、従業員のインターネット行為を監視・統制するよう授

権しまたは強制的に求めてもいる。たとえば、中国銀監

会の「商業銀行情報科技リスク管理手引」では、商業

銀行、財務会社、ファイナンスリース会社などの金融機

関は、コンピューターシステムおよびシステムソフトウエアの

安全を守るため、それらの利用者に特定の監視・統制を

行い、且つアクセス権限を設定できる、と定めている。ま

た、中国証監会の「ファンド管理会社投資管理人員管

理指導意見」（2009 年改正）では、ファンド管理会社

は、健全な通信管理制度を制定し、各種通信ツールの

管理を強化し、MSN、QQ などの各種インスタントメッセ

ンジャーおよび電子メールは、全過程を監視・統制し且

つ記録を残さなければならず、録音、インスタントメッセン

ジャー、電子メールなどの資料は 5 年以上保管しなけれ

ばならないと定めている。 

 

特殊でない業種分野の企業に対しては、明確な法的

根拠はないが、企業は自己の権益を守り、従業員の適

法な権益を侵害しないという前提で、従業員のインター

ネット行為を監視・統制することができると筆者は考え

る。主な理由は、以下の通りである。 

1. 法理上、民商事法律分野においては、通常、当

事者の「意思自治」を最大限に尊重し、「法で禁

止していないものはいずれも可能である」という原

則を実施するため、企業は監視・統制を実施す

ることができるはずである。 

2. 企業は事務機器の所有権者およびオンラインリ

ソースの購入者であり、つまりは資産の所有者で

あり、自己の保有する設備およびリソースを従業

員に提供して使用させると同時に、それらの利用

者がこれらの施設およびオンラインリソースを利用

する行為を監視・監督できる。 

3. 企業と従業員とは雇用、被雇用者の関係にあ

り、企業は、「労働契約法」などの法律の規定お

よび従業員と締結した労働契約に基づき、従業

員の労働法上の義務を履行する各種行為（従

業員のインターネット行為を含む）を管理すること

http://www.cbrc.gov.cn/chinese/home/docView/20090601FC296F80D3957B65FFFA9EDA836D7300.html
http://www.cbrc.gov.cn/chinese/home/docView/20090601FC296F80D3957B65FFFA9EDA836D7300.html
http://www.cbrc.gov.cn/chinese/home/docView/20090601FC296F80D3957B65FFFA9EDA836D7300.html
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.molss.gov.cn/gb/news/2007-06/30/content_184630.htm
http://www.cbrc.gov.cn/chinese/home/docView/20090601FC296F80D3957B65FFFA9EDA836D7300.html
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.csrc.gov.cn/pub/zjhpublic/G00306201/200904/t20090415_100776.htm
http://www.molss.gov.cn/gb/news/2007-06/30/content_184630.htm


 

Leezhao Law Office · All rights reserved. 6 / 8 

 
 

 
 

三、企业监控员工网上行为的违法情形及法律风险 

 

 
根据前述分析，企业监控员工网上行为具备其

合法性。虽然如此，由于员工网上行为经常牵涉其

个人信息（如在浏览网页、网上聊天时留下财务状

况、情感生活等信息），企业在实施监控时，特别是

监控网上聊天记录时可能会接触到员工的个人隐

私，从而产生侵犯员工隐私的法律风险。律师在此

结合《侵权责任法》、《治安管理处罚法》、《刑法》

等法律规定，就企业监控员工网上行为涉嫌侵犯个

人隐私的违法行为表现及法律风险总结如下： 

 
 
 

 
违法行为表

现 

法律风

险 
律师提示 

以书面、口头

等形式宣扬

他人的隐私 

可能产

生民事

侵权责

任。如

停止侵

害、消

除 影

响、恢

复 名

誉、赔

礼道歉

等。 

 民法上并没有将隐私

权作为一项独立的权

利予以直接保护，实践

中，法院通常按照《最

高人民法院关于贯彻

执行<中华人民共和国

民法通则>若干问题的

意见（试行）》第一百

四十条的规定，以保护

名誉权的方式来保护

公民隐私权。 

 正常的网上监控行为

中，即使（非过错地）

获悉了他人的个人隐

私，只要没有散布，未

造成不利影响，通常并

不需要承担民事侵权

责任。 

 
 
 

 
偷窥、偷拍、

窃听、散布他

人隐私 

可能产

生行政

责任。 

如 拘

留、罚

款。 

 如果员工被事先告知，

那么，企业的监控行为

就不属于“偷窥、偷拍、

窃听”的情形。 

 法律上并没有对涉及

行政责任的“隐私”范

围作出明确规定，公安

部门在认定时会有一

定主观性。通常情况

下，“隐私”是指能够

对公民个人的生活和

工作产生重大影响的

生活私密，如两性关

系、生育能力等。对于

一般的个人信息，如年

ができ、従業員は企業のこれらの管理に従う義

務がある。 

 
 

三、企業が従業員のインターネット行為を監視・統制す

ることの違法な状況および法的リスク 

 

前述の分析から、企業が従業員のインターネット行為

を監視・統制することには適法性がある。しかしながら、

従業員のインターネット行為は、往々にしてその個人情

報（たとえば、ウェブサイトの閲覧、オンラインチャット時に

残こす財産状況、私生活などの情報）に係ってくるもので

あり、企業が監視・統制を行う際、とりわけオンラインチャ

ット記録を監視・統制する場合、従業員のプライバシー

に係ることによって、従業員のプライバシー侵害という法的

リスクが生じる恐れがある。筆者はここで「不法行為法」、

「治安管理処罰法」、「刑法」などの法律規定と併せて、

企業が従業員のインターネット行為を監視・統制すること

でのプライバシー侵害という違法行為の表れ方および法

的リスクを下表に整理する。 

違法行為の

表れ方 

法的リ

スク 
筆者コメント 

書面、口頭

などの形式

で他人のプラ

イバシーを宣

揚する 

民事上

の不法

行為責

任が生

じ る 恐

れ が あ

る。たと

え ば 、

侵害の

停止、

影響の

除去、

名誉回

復、謝

罪 な ど

である。 

 民法上は、プライバシー

権を一つの独立した権利

として直接には保護して

おらず、実践においては、

裁判所は、通常、「『中

華人民共和国民法通

則』遂行の貫徹に関する

最高人民裁判所による

若干事項の意見（試

行）」第百四十条の規定

に基づき、名誉権を保護

するという方法で公民のプ

ライバシー権を保護する。 

 正常なインターネット監

視・統制行為において

は、たとえ（過失なく）他人

のプライバシーを知得した

のだとしても、これを吹聴

せず、悪影響をもたらさな

い限り、通常、民事上の

不法行為責任を負う必

要はない。 

他人のプライ

バシーを覗き

見、盗撮し、

盗聴し、吹

聴する 

行政責

任が生

じ る 恐

れ が あ

る。 

た と え

ば 、 勾

留 、過

料 な ど

である。 

 従業員が事前に告知を

受けていた場合は、企業

の監視・統制行為は、

「覗き見、盗撮、盗聴」の

状況には該当しない。 

 法律上は、行政責任に

係る「プライバシー」範囲

が明確に定められている

わけではなく、公安部門

は、認定の際に主観性を

有するはずである。通常、

「プライバシー」とは、公民

の個人の生活と仕事に重

大な影響をもたらす私生

活における秘密をいい、た

http://www.gov.cn/flfg/2009-12/26/content_1497435.htm
http://www.gov.cn/flfg/2005-08/29/content_27130.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/28/content_1246438.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/28/content_1246438.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/28/content_1246438.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-12/26/content_1497435.htm
http://www.gov.cn/flfg/2005-08/29/content_27130.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/28/content_1246438.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/swmsgxflsyf/2010-08/18/content_1588353.htm
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龄、联系方式、婚姻状

况等，尽管广义上也属

于个人隐私，由于较为

容易从公开途径获得，

并不在法律所规制的

范围内。 

 
 

 
国家机关或

者金融、电

信、交通、教

育、医疗等单

位的工作人

员，违反国家

规定，将本单

位在履行职

责或者提供

服务过程中

获得的公民

个人信息，出

售或者非法

提供给他人 

可能产

生刑事

责任。 

如有期

徒刑、

拘役，

并处或

者单处

罚金。 

 刑法上对于个人隐私

的保护，集中体现在对

从事公共服务领域的

工作人员行为的约束，

而对于普通企业及其

实施监控的人员均不

属于上述“特定主体”，

即使该企业或实施监

控的人员将其监控到

的员工个人信息出售

或非法提供给他人，也

不受刑法的规制（但可

能承担前述民事侵权

或行政责任）。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

四、企业实施监控行为的风险控制措施 

 

基于以上分析，并结合实务经验，律师认为，

在中国现行法律制度下，企业在符合如下条件的情

况下对员工的网上行为进行监控，可以有效降低侵

犯个人隐私权的法律风险，减少纠纷发生的可能性： 

 

 
序

号 
条件 律师提示 

1 

有实施监

控的需要 

 企业实施监控行为应具备正当

的监控目的，例如前文所述的

“避免系统受侵”、“防止商业秘

密泄露”。 

2 

监控对象

限于办公

系统和办

公设备 

 对于员工自带的非用于办公的

设备，企业通常不能监控（但可

对员工自带设备在办公场所的

使用设置使用条件和使用范

围）。 

 律师建议尽量避免监控员工的

私人邮箱（非工作邮箱），如无

法避免，建议及时删除相关监控

信息，避免监控信息扩散。 

 
 
 
 
 

とえば、男女関係、出産

能力などである。年齢

や、連絡先、婚姻情報な

どの一般的な個人情報

に対しては、広義上はプ

ライバシーに該当するが、

公のルートからも入手しや

すいため、法律で制限す

る範囲には該当しない。 

国家機関ま

たは金融、

電 信 、 交

通、教育、

医療などの

機関の従業

者が国の規

定に違反し

て、本機関

において職

責 を 履 行

し、または役

務を提供す

る過程で入

手した公民

の個人情報

を他人に売

却しま た は

不法に提供

する。 

刑事責

任が生

じ る 恐

れ が あ

る。 

た と え

ば 、 有

期 懲

役、拘

留、罰

金の徴

収 ま た

は そ の

併科。 

 刑法上、プライバシーに

対する保護は、公共サー

ビス分野での従業者の行

為に対する拘束において

集中して表れており、一

般の企業およびその監

視・統制を実施する人員

は、いずれも上記の「特

定主体」には該当せず、

たとえ当該企業またはそ

の監視・統制に携わる人

員がその監視・統制を実

施することによって得られ

た従業員個人の情報を

他人に売却しまたは不法

に提供したとしても、刑法

の規制は受けない（ただ

し、前述した民事上の不

法行為または行政責任

を受ける恐れがある）。 

 
 

四、企業が監視・統制行為を実施することのリスク防御措置 

 

以上の分析に基づき、且つ実務経験と併せて、筆者

の認識では、中国の現行の法律制度のもとでは、企業

が以下の条件を満たしている状況において、従業員のイ

ンターネット行為を監視・統制することで、プライバシー権

を侵害するという法的リスクを効果的に引き下げ、紛争

が発生する可能性を抑えることができるものと考える。 

番

号 
条件 筆者コメント 

1 

監視・統

制 を 実

施する必

要がある 

 企業が監視・統制を実施する行為

に正当な監視・統制目的がなければ

ならない。たとえば、前述の「システム

への不正侵入阻止」、「営業秘密の

漏洩防止」などである。 

2 

監視・統

制 対 象

は事務シ

ステムお

よび事務

機 器 に

限定する 

 従業員が持参した業務用でない設

備に対しては、企業は通常、監視・

統制することはできない（ただし、従

業員が持参する設備の業務場所で

の使用について、使用条件と使用範

囲を設置することはできる）。 

 従業員の私用メール（非業務用メー

ル）については、なるべく監視・統制し

ないほうがよい。どうしても監視・統制

しなければならない場合、監視・統

制情報を遅滞なく削除し、監視・統

制情報が拡散してしまわぬようにする

のがよい。 
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3 

事先向员

工做出明

确、充分

的告知 

 告知的内容包括但不限于监控

目的、监控对象、监控范围、监

控时段和内容等。 

 律师建议企业制定相应的规章

制度明示企业办公设备及办公

系统只能用于工作，员工不得将

个人信息通过办公系统进行传

播，或者以书面的形式向员工发

出告知。 

 
 

 

4 

员工对实

施监控行

为没有异

议 

 获得员工的同意，可以减少侵权

纠纷。 

 律师建议企业与员工订立书面

协议或者由员工签署承诺书，明

确表明员工同意接受企业的监

控。 

 对于 3 和 4，如企业已就网上监

控行为依法制定了相关规章制

度并予以公布，则企业不再需要

专门通知各员工，或征求其意

见。 

 
 

 

5 

严格控制

监 控 流

程，防止

监控信息

扩散或被

非法利用 

 企业应严格管理其掌握的监控

信息。 

 律师建议企业制订监控制度，严

格对监控信息的管理，限制监控

人员的数量，并与监控人员订立

保密协议，防止监控信息泄露或

被非法利用。 

 
 
 
 

 
 

 

此外，据了解，受国务院的委托，由学者起草

的《中华人民共和国个人信息保护法（专家建议稿）》

早在 2008 年已呈交国务院，但由于相关立法涉及

的管理部门太多，执法过于复杂，该法至今未能出

台。鉴于社会强烈的呼声，律师认为该法的出台只

是时间的问题，该法出台后，可能会对本文讨论的

问题有一定的影响，建议企业适当予以关注。 

 

（里兆律师事务所 2012 年 11 月 02 日整理编写） 

3 

事 前 に

従 業 員

に 明 確

且 つ 充

分 な 告

知を行う 

 告知内容には、監視・統制の目的、

監視・統制対象、監視・統制範囲、

監視・統制を実施する時間帯および

内容などを含むがこれらに限定しな

い。 

 企業の事務機器および事務システム

は業務のためにしか使えず、従業員

は個人の情報を事務システムを通じ

て伝送してはならないことを明示した

規則制度を制定しておくか、またはそ

の旨を書面にて従業員に告知するの

がよい。 

4 

従 業 員

が監視・

統 制 の

実 施 行

為に対し

て異議が

ない 

 従業員の同意を得ることで、不法行

為紛争の発生を抑制できる。 

 企業は従業員と書面の合意書を締

結し、または従業員に誓約書に署名

してもらい、従業員が企業の監視・

統制を受け入れることに同意したこと

を明確に表明した形式にしておくのが

よい。 

 3と 4については、企業が法によりイン

ターネット監視・統制行為について関

係する規則制度を制定し、且つこれ

を公示している場合、企業は別途従

業員に個別に通知し、またはその意

見を聴取する必要はない。 

5 

監視・統

制ルール

を厳格に

制御し、

監視・統

制する情

報 が 拡

散しまた

は不法に

利用され

る こ と を

防止する 

 企業は、自己の掌握する監視・統

制情報を厳格に管理しなければなら

ない。 

 企業は監視・統制制度を制定し、

監視・統制情報を厳格に管理し、監

視・統制を実施する人員の人数を

限定し、且つ監視・統制を実施する

人員と秘密保持契約を締結しておく

ことで、監視・統制情報が漏洩しまた

は不法に利用されることを防止する

のがよい。 

 
 

この他、筆者が把握するところでは、国務院の委託を

受けて学者が起草した「中華人民共和国個人情報保

護法（専門家提案）」は、すでに 2008 年に国務院に提

出されたが、係る立法においては関係する管理部門が

多すぎ、法執行が複雑であるため、本法は現在に至って

も公布が実現されていない。ただし、社会から強い要望

があることを考えると、本法の公布は単に時間の問題で

あり、本法が公布された後は、本文で検討した事項につ

いて影響があるはずであるため、企業は適度に関心を払

うのがよいであろう。 

 

（里兆法律事務所が 2012 年 11月 2 日付で作成） 


